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① 地域包括ケアシステム(地域の力)の

深化・推進 

 

本村の総人口が減少傾向にある中、令和５年 10 月１日現在の高齢化率は 41.1%(住民基本台帳)と、この 3 年間で 4.1 ポイント増加しており、今後は 75 歳以上の高齢者

が増加する見込みです。高齢者が心身共に健康で安全な生活を送るため、必要な支援が行えるよう、医療・介護・福祉・保健等の高齢者に関わる関係機関が連携する地域包

括ケアシステムの深化・推進を図ります。 

② 認知症対策「共生」と「予防」 75 歳以上の高齢者の増に伴い今後増加することが見込まれる認知症患者への対策として、国においては、認知症施策推進大綱(令和元年 6 月)を定め、認知症になっても住

み慣れた地域で自分らしく暮らし続ける「共生」を目指すとともに、通いの場の拡大などの「予防」の取組みを推進することとしています。 

また、令和５年に公布された「認知症基本法」では、国や地方自治体等の責務を明らかにするとともに、国民の責務として、認知症に関する理解を深め、共生社会に寄与

するよう努めることが示されました。 

認知症への理解促進を図るとともに、認知症の人やその家族が生きがいや希望をもって安心して暮らすことができる地域づくりを行っていきます。 

③ 自ら健康維持、介護予防に取り組むこ

とができる基盤、環境づくり 

高齢者自身が健康の保持増進に努め、支援が必要となった場合においても、進んで身体機能の維持向上に取り組めることができるように、環境を整えていきます。 

④ むらづくりの考え方 北塩原村第五次総合振興計画（2017～2026）においては、より多くの村民がむらづくりに参画する必要性を重視し、「自助・互助・共助・公助」の理念の下、自分のこ

とのようにみんなの喜びを笑顔で喜び、みんなの悩みを共に感じ、知恵を出し合い、ともに考え、暮らしを豊かにしていきます。 

 

 

計画の基本的な考え方 

高齢者保健福祉施策の方向性 

基本理念 

 

 

基本目標１ 健康づくりと介護予防施策の充実・推進 

１ 高齢者の健康づくりの推進と介護予防 

２ 高齢者の保健・医療・福祉サービスの充実 

３ 介護予防・日常生活支援総合事業の充実 

基本目標２ 安心で自分らしい生活支援の充実 

１ 高齢者の生きがいのある暮らしの推進 

２ 住まいの安定的な確保 

３ 日常生活の安全確保 

４ 地域支え合い等の住民参加活動の促進 

基本目標３ 質の高い介護サービスの充実 

１ 居宅サービスの提供 

２ 地域密着型サービスの提供 

３ 施設サービスの提供 

基本目標４ 地域で支えあう仕組みづくり 

１ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

２ 認知症施策の推進 

３ 任意事業の充実 

４ 成年後見制度の利用促進 

「結」のこころを持って支え合う地域共生社会 

自分らしくあなたらしく 

笑顔で暮らし輝き続ける 北塩原村 

 

①年齢別人口の推計                単位：人、％ 

  R３年 R４年 R５年 R７年 R12 年 R17 年 R22 年 

総人口 
2,618 2,493 2,435 2,322  2,038  1,768  1,506  

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 

0～14歳 
249 215 196 200  162  123  93  

(9.5) (8.6) (8.0) (8.6) (7.9) (7.0) (6.2) 

15～64歳 
1,363 1,268 1,237 1,172  970  812  653  

(52.1) (50.9) (50.8) (50.5) (47.6) (46.0) (43.4) 

65～74歳 
552 550 520 462 370  308  282  

(21.1) (22.1) (21.4) (19.9) (18.2) (17.4) (18.7) 

75～84歳 
262 273 292 318 380  354  282  

(10.0) (11.0) (12.0) (13.7) (18.6) (20.0) (18.7) 

85歳以上 
192 187 190 170 156  171  196  

(7.3) (7.5) (7.8) (7.3) (7.7) (9.7) (13.0) 

65歳以上 (38.4) (40.5) (41.1) (40.9) (44.5) (47.1) (50.5) 

 

②要支援・要介護認定者の将来推計            単位：人 

区 分 R３年 R４年 R５年 R７年 R12年 R17年 R22年 

認定者 193 200 197  200  202  200  191  

認定率（％） 19.2 19.8 19.7 21.1 22.3 24.0 25.5 

  要支援計 52 62 64  65  66  64  58  

    要支援１ 25 28 32  33  35  34  29  

    要支援２ 27 34 32  32  31  30  29  

  要介護計 141 138 133  135  136  136  133  

    要介護１ 41 40 48  45  48  49  47  

    要介護２ 33 31 26  26  25  25  26  

    要介護３ 32 30 20  22  20  20  21  

    要介護４ 23 27 28  31  30  31  28  

    要介護５ 12 10 11  11  13  11  11  

出典：厚生労働省 見える化システム 

③介護給付費・介護予防給付費の状況         単位：千円 

R３年 R４年 R５年 R６年 R７年 R８年 

266,187 271,862 276,446 287,078 290,842 292,514 

 

④地域支援事業費の状況              単位：千円 

R３年 R４年 R５年 R６年 R７年 R８年 

28,869 30,946 29,738 30,418 30,926 31,445 

 

⑤介護保険給付費の財源構成 

⑦介護保険料の推移（基本額）              単位：円 

 ≪第６期≫ 

平成 2７年度～ 

平成２９年度 

≪第７期≫ 

平成３０年度～ 

令和２年度 

≪第８期≫ 

令和３年度～ 

令和５年度 

≪第９期≫ 

令和６年度～ 

令和８年度 

月額 5,200 5,900 6,300 6,700 

年額 62,400 70,800 75,600 80,400 

 

⑥第１号被保険者数の推移 

R６年 R７年 R８年 

957 人 950 人 942 人 

 

第1号被保険者

23.0%

第2号被保険者

27.0%
村 12.5%

県 12.5%

国 25.0%


